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鏡 野 町 集 中 改 革 プ ラ ン 

 
鏡野町集中改革プランは、行財政改革を推進するための具体的な方策とし

て計画期間中に取り組むべき改革課題について、その基本方針と必要な施策

について定めています。この改革を確実に推進するために、毎年見直しを行

いながら計画的に取り組み、目標期間中の削減数値等の目標を定めるもので

あります。 
 
 
 各取り組みを推進するにあたっては、次の事項を重点項目として、集中

改革プランを策定するものとする。 
 
 
１．不断の決意と、あらゆる聖域にとらわれることなく、強力に推進する。 
 
２．行財政全般について「計画 PLAN → 実施 DO → 検証 CHECK → 
見直し ACTION」の PDCA サイクル方式に基づき、従来からの慣行、 
行政施策、手法にとらわれず抜本的に見直しを実施する。 

 
３．重要施策は、事業の重要性、緊急性を勘案し、優先度の高い施策から

財政状況を考慮し採択・実施する。 
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１ 事務事業等の再編・整理の見直し 
 

（１）事務事業の整理・合理化 
① 町の施策・政策や事務事業について計画立案し、その成果を共通の

指標に基づき評価し、次年度からの事業や次の計画に反映させるマネ

ジメント・サイクル（点検・評価を活用した行政運営の循環）を確立

することにより、町政運営における効果的な行政資源の配分を図る。  
      ② 事務事業全般について、抜本的に見直しを行うため「行政評価シス 

テム」導入を図る。この評価システムの平成１９年度本格稼働を目指

し、平成１８年度から制度構築に着手し、具体的に事務事業の再編・

整理・廃止・統合に取組む。 
 
（２）行政手続きの公平の確保・透明性の向上  

    ① 事務事業の点検・評価結果を公表することにより、行政の透明性の

向上を図り住民参画の町政に取り組む。 
    ② 行政手続き制度の適正な運用と簡素化を図るとともに、暮らしの便

利帳、ホームページ、広報等を通じて、住民にわかりやすい手法で事

務手続きの周知に取り組む。 
      

 
２ 民間委託等の推進 

 
（１）公の施設についての取り組み  

○平成１６年度末時点における施設の状況 
     これまで管理委託など民間活力の導入を積極的に進めてきたが、今

後も内容を充分検討し、より一層のサービス水準の向上と業務の効率

化を図るため、指定管理者制度の導入を積極的に取り組む。 
   

☆公の施設の管理状況は次のとおり 
     ・施設総数            ：２３７施設 
     ・指定管理者制度導入済み施設数  ： １２施設 
     ・委託管理制度導入施設      ：１０６施設 
     ・直営管理施設          ：１１９施設 
 
 

★平成１６年度末の分類ごとの施設管理状況   
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 分  類 
指定管理者制度導入

済み施設数 

委託制度導入済み 

施設数 

全部直営管理 

施設数 
計 

ﾚｸﾘｴーｼｮﾝ 
スポーツ施設           ９

 
       １７

 

１３ 
 

３９

産業振興施設 １ １４ ３ １８

基盤施設  ９ ２８ ３７

文教施設 １ ５ ２０ ２６

医療・社会福祉施設  １１ １６ ２７

その他 １ ５０ ３９ ９０

合  計 １２ １０６ １１９ ２３７

 
   ○平成１７年度から５年間の取組目標 
     平成２１年度までに、次の施設について指定管理者制度の導入を検 

討する。 
     ①レクリエーション・スポーツ施設：１２施設 
     ②産業振興施設         ：１４施設 

③基盤施設           ： １施設  
④文教施設           ： ２施設 
⑤医療・社会福祉施設      ： ６施設 
⑥その他の施設         ：３６施設 

○平成２１年度までに、次の施設について統合を検討する。 
①学校給食共同調理施設：４施設 

   ○平成２１年度までに、次の施設について管理のあり方を検討する。 
①レクリエーション・スポーツ施設： ８施設 
②産業振興施設         ： １施設 
③基盤施設           ：１０施設  
④文教施設           ： ４施設 
⑤医療・社会福祉施設      ：１２施設 
⑥その他の施設         ：１５施設 

（２）公の施設以外の施設についての取り組み 
   ☆平成１６年度末における施設の状況は次のとおり。 
    ・施設総数           ：１８施設 

・全部委託実施済み施設数    ： ０施設 
・一部委託実施済み施設数    ： ０施設 
・全部直営施設数        ：１８施設 

★今後においても引き続き、直営管理を継続する。  
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（３）その他の事務事業の取り組み 
   平成１６年度末時点の委託状況と平成１７年度から５年間の取組目標 

事務事業の種類 
全部

委託

一部

委託

全部

直営

１７年度から５年間 
の取組目標 

①本庁舎の清掃 ○   全部委託を継続 

②本庁舎夜間警備   ○ 直営を継続 

③案内・受付   ○   〃 

④電話交換   ○ 〃 

⑤公用車運転   ○   〃 

⑥し尿処理 － － －  
⑦一般ごみ収集 ○   全部委託を継続 

⑧学校給食（調理）   ○ 直営を継続 

⑨学校給食（運搬）   ○ 全部委託を検討 

⑩学校用務員事務  ○     〃 

⑪水道メータ検診 ○   全部委託を継続 

⑫道路維持補修・清掃等  ○  一部委託を継続 

⑬ホームヘルパー派遣 ○   全部委託を継続 

⑭在宅配食サービス ○      〃 

⑮情報処理・庁内情報システム維持  ○  一部委託を継続 

⑯ホームページ作成・運営 ○   全部委託を継続 

⑰調査・集計 ○      〃 

⑱総務関係事務（給与、旅費、福利厚生等）  ○  一部委託を継続 

⑲その他     

    合    計  ７ ４ ６  

 
 
３ 簡素で効率的な組織・機構の見直し 
 

（１）組織・機構の整備 
   ① 迅速・柔軟な意志決定・対応改善のため、権限の移譲や組織のスリ

ム化に取り組む。 
   ② 職員個々の責任と権限が明確化され意志形成過程が簡素化された組

織とする。 
   ③ 類似性の高い事務内容については、同一組織内で処理するよう見直

しを行うなど、効率的な事務処理体制を図る。 
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４ 定員管理と給与の適正化 
  

（１）定員の適正化 
① 合併後間もないことから職員数は多くなっているものの、団塊の世

代の大量退職を迎えるため、今後１０年間で大幅な人員削減が見込ま

れる。 
今後、計画的な職員抑制に取り組むため、新たな定員適正化計画に

おいては、平成２２年４月１日現在までに１０％程度の職員数削減を

目標としつつ、定員管理のあり方を見直す。 
 

★定員モデルとの比較 
（平成１７年４月１日現在、総務省「地方公共団体定員管理調査」） 

定員モデル試算値職員数（Ａ）      １８６人 
定員モデル対象職員（Ｂ）      １８５人 
超過職員数（Ｃ）（Ｂ）－（Ａ）       △１人 

 
（２）職員定数の削減目標 

   ① 職員定数については、いわゆる団塊の世代の退職を迎え、２１年度

までの５年間で４５人の退職者が予想されることから、新規職員採用

を極力抑制することにより、計画的に職員削減を図り、平成１７年４

月１日と比較して、２２年４月１日において職員数をおよそ１０％、

３３人程度の削減を目標とする。 
 
 ★ 区分ごとの職員削減数と純減目標（公営企業会計分を含む） 

区  分 
Ｈ１７.４.１ 
の職員総数 

Ｈ２２.４.１ 
の職員総数 

職 員 
削減数 

５ 年 間 の

目標純減率 
一般行政 １９１人 １６７人 ２４人 １２．６％

 教  育 ４２人 ３６人 ６人 １４．３％

 病  院 ５８人 ６０人 △２人 △３．４％

 上 水 道 ２人 ２人 ０ ０．０％

  簡易水道 － － －

 下 水 道 １３人 １０人 ３人 ２３．１％

  そ の 他 ２０人 １８人 ２人 １０．０％

     計 ３２６人 ２９３人 ３３人 １０．１％

※ 但し、職員総数には教育長を含む。 

 5



 

★ 平成１１年４月１日～平成１６年度４月１日までの純減実績 

 区  分 
Ｈ１１.４.１
の職員総数 

Ｈ１６.４.１ 
の職員総数 

職員数の

削減実績 
５ 年 間 の

削減純減率 
一般行政 ２０７人 １９８人 ９人 ４．４％

教  育 ４０人 ４２人 △２人 △５．０％

病  院 ４７人 ４９人 △２人 △４．３％

上 水 道 １人 ２人 △１人 △１００．０％

簡易水道 ３人 ４人 △１人 △３３.３%
下 水 道 ５人 １１人 △６人 △１２０.０%
そ の 他 ２６人 １７人 ９人 ３４．６％

計 ３２９人 ３２３人  ６人 １．８％

    ※ 但し、職員総数には教育長を含む。 
 （３）給与の適正化 

① 高齢層職員の昇給停止については、国の給与制度と同じく、昇給停

止としており、今後も国の給与制度改革を見据えた新たな給与制度を

検討していく。 
② 退職時特別昇給制度は、平成１８年度までに見直しを検討する。 
③ 特殊勤務手当については、医療技術職員手当等を平成１９年度まで

見直しを検討する。  
④ 給与制度については、職務・能力、実績を反映できる評価制度及び

民間や国等の同種の職種に従事する者との均衡に留意した制度とすべ

く、国の動向を見据えてその構築を図る。 
 （４）定員・給与等の状況の公表 
   ① 定員・給与等については、「鏡野町人事行政の運営等の状況の公表に

関する条例」に基づき、平成１７年度より公表する。 
 （５）福利厚生事業 
   ② 職員の福利厚生事業については、職員の健康管理を前提としつつ、

住民の理解と支持が得られるよう適正に実施する。 
 
５ 人事管理・職員の人材の育成・確保 
 
 （１）人事評価システムの確立  
   ① 職員個々の意欲や能力を的確に把握し、公平で公正な人事評価を行

うため、人事評価制度の導入をはかる。 
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 （２）人材育成の推進 
   ① 人事制度と研修制度の連携のもと、地域固有の政策課題に対応でき

る、自ら考え行動する職員の育成を図る。 
② 職員交流を図るべく、県や他自治体との交流の範囲拡大を図る。ま

た、民間企業等への派遣についても、その実施方法等について検討す

る。 
③  女性職員の能力を積極的に活用すべく、庁内各種委員会等への女性

の参画率を高めるとともに、男女の区別なく能力・意欲に応じた適正

な評価を一層進め、管理職等への登用についても公平性を確保する。 
 

６ 財政の適切かつ健全な運営 
 

（１）歳入の確保 
  ① 町税については、課税客体の見直しを検討し、歳入確保に努める。 

②  使用料及び手数料については、受益と負担の公平性の観点から、類 
似の自治体との均衡を考慮するとともに、社会情勢等を十分把握しつ 
つ料金改定の検討を常時適切に行い、受益負担の適正化に努める。 

   ③ 未利用財産の売り払い等については、今後において未利用財産等の 
調査・検証を行い、有効な活用方法等を模索しつつ抜本的な見直しに 
取り組み、未利用で売却可能なもの、また、類似施設等について処分 
方法を検討する。 

④ 民間の良好な住宅建設の推進、流通施設、工業施設の立地支援など、

町の活性化対策、歳入確保対策を積極的に推進する。 
 
 （２）歳出の削減 

① 人件費については、１７年度から２１年度までの職員の定数・給与

等の見直しを図り、極力職員給与の削減に取り組む。 
②  内部管理経費の見直しについては、事務事業評価を導入することに

より積極的な経常経費の削減に取り組む。  
③ 維持補修費については、引き続き点検を行い、聖域化することなく

積極的に見直しを図る。 
④  補助費等の整理・合理化については、事務事業評価により補助金等

の必要性、効果、経費負担等のあり方等を評価・検証し見直しを検討

する。 
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⑤  投資的経費については、国の公共事業の縮減等を踏まえて、２０％ 
程度の削減を目指し、公共工事のコスト削減の維持、事業の緊急度、

優先度等により、最小限度の事業実施に見直しを行う。 
⑥ 扶助費については、聖域化することなく積極的に見直しを行う。 

 
 
７ 地方公営企業の経営健全化 
 
   地方公営企業として、事業を継続するにしても、指定管理者制度などの

民間的経営手法の導入や中期経営計画の策定、事務事業の見直しなどは、

今後必要となるものである。以下の事業においては、社会経済情勢の変化

を適切にとらえ、より一層の経営の健全化に取り組む。 
 
【病院事業】 
 （１）経営改革の推進 

     ①民間的経営手法の導入  
   小規模な事業体であり、指定管理者制度等新たな手法による事業

は当面実施予定がないが、民間の経営手法等の導入については、今

後も検討する。 
②収益増加への取り組み  

      住民の健康を守る視点から改善を進め、コストの低減を図る。   

③組織・体制の見直し 
  鏡野町全体の組織の見直しの中で検討する。 

 
 （２）定員管理・給与の適正化 
    ①定員管理の適正化 
       現在の人員は必要最小限度の医師及び医療従事者等である。  

鏡野町全体計画の中で調整を図るが、医療制度の充実を図るため 
若干の増員を必要とする。 

 
    ※今後５年間の純減目標 

 Ｈ１７.４.１ Ｈ２２.４.１ 職員削減数 ５年間の目標純減率 
病 院 ５８人 ６０人  △ ２人 △ ３．４％

    ②給与の適正化 
        鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
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    ③定員管理・給与の適正化の公表 
   鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 

 
（３）財政の健全化 
 《収入関係》 

    鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
 
  《支出関係》 
    ①人件費の削減（職員給与、給与費削減） 
      鏡野町の全体の改革プランに準ずる。研修等計画的に実施し、職 

員の専門能力を高め、事務効率を図る。 
    ②組織の統廃合 
      鏡野町全体の組織の見直しの中で検討していく。 
    ③民間的手法の導入による事務事業費削減 
      民間的手法の導入については、今後検討していく。 
 
 
【上水道事業】（簡易水道を含む） 
 （１）経営改革の推進 
    ①民間的経営手法の導入 
      指定管理者制度、民間委託等新たな手法による事業は当面実施予

定がないが、民間の経営手法等の導入については、今後も検討する。 
    ②収益増加への取り組み 
      料金収入の確保を図るとともに、維持管理、工事等のコストの低

減を図る。 
    ③組織、体制の見直し 
      鏡野町全体の組織の見直しの中で検討していく。 
 
 （２）定員管理・給与の適正化 
    ①定員管理の適正化目標等 
      現在の人員は最低限の維持管理要員であると思われる。なお、今

後も鏡野町の全体計画の中で調整を図る。 
 
     ※今後５年間の純減目標 
    

 
 H17.4.1 現在 H22.4.1 現在 職員削減数 ５年間の目標純減率

上水道 ２人 ２人 ０ －
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②給与の適正化 
鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 

③定員管理、給与の適正化の公表 
鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 

 
 （３）財政の健全化 
  《収入関係》 
    ①料金収入の確保と維持管理、工事等のコスト縮減 
      料金収入の確保を図るとともに、維持管理、工事等のコストの低

減を図る。 
    ②料金の見直し 

鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
    ③未利用財産の売り払い等 

鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
  《支出関係》 
    ①人件費の削減 
      鏡野町の全体の改革プランに準ずる。また、研修等計画的に実施

し職員の専門能力を高め、事務効率を図る。 
②組織の統廃合 
  鏡野町全体の組織の中で検討していく。 
③民間的手法の導入による事務事業費の削減 
  民間的手法の導入については、今後検討していく。 

 
 
【下水道事業】（農業集落排水事業等を含む） 
 （１）経営改革の推進 
    ①民間的経営手法の導入 
      小規模な事業体であり、指定管理者制度、民間委託等新たな手法

による事業は当面実施予定がないが、民間の経営手法等の導入につ

いては、今後も検討する。 
②収益増加への取り組み 

      料金収入の確保を図る。また、維持管理、工事等のコストの低減

を図る。 
    ③組織、体制の見直し 
      鏡野町全体の組織の見直しの中で検討していく。  
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 （２）定員管理・給与の適正化 
  ①定員管理の適正化    

現在の人員配置は、事業の施工、施設の維持管理等の事務事業を

実施する上では最低限の要員と思われる。今後においても、事務事

業の内容を見守りながら、鏡野町の全体計画の中で調整していく。 
   ※今後５年間の削減目標  

 H17.4.1 現在 H22.4.1 現在 職員削減数 ５年間の目標削減率 
下水道 １３人 １０人 ３人 ２３．１％

 
    ②給与の適正化 
      鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
    ③定員管理、給与の適正化の公表 
      鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
 
 （３）財政の健全化 

 
《収入関係》 

①料金収入の確保と維持管理、工事等のコスト縮減 
    料金収入の確保を図るとともに、維持管理、工事等のコストの低

減を図る。 
②料金の見直し 

    鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
   ③未利用財産の売り払い等について 
     鏡野町の全体の改革プランに準ずる。 
《支出関係》 

   ①人件費削減 
     鏡野町の全体計画に準ずる。研修等計画的に実施し、職員の専門

能力を高め、事務効率を図る。 
   ②組織の統廃合 
     鏡野町全体の組織の見直しの中で検討していく。 
   ③民間的手法の導入による事務事業費削減 
     民間的手法の導入を今後も検討していく。 
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8 既存法人の見直し 
 
（１）第三セクターの統廃合・整理等見直しに関する総合的な指針・計画策定 
  ○平成２１年度までの取り組み目標 
    ２０年度までに、総合的な改革実施計画を策定する。 
  ○第三セクターの統廃合・整理等見直しの実施予定 
   ①１６年度末時点における第三セクターの法人数 
     財団法人：４社、株式会社：４社、有限会社：１社、計９社 
   ②１７年度から２１年度までの見直し実施予定 
     第三セクターが行っている事務内容に着目した見直しを総合的な指

針、計画に基づき改革を図っていく。 
 
 （監査・点検評価・情報公開の体制等） 

○監査及び点検評価の実施状況と今後の整備目標  
①１６年度末時点における        

    1．関与法人の法人数： なし 
     2．うち外部監査体制のある法人：なし 
    3．うち委員会等による定期的な点検評価がなされている法人数：なし 
    ②１７年度から２１年度までの取り組み目標 
      監査・点検体制の確立を図るため、２０年度までに外部有識者によ

る点検評価を検討する。 
（２）情報公開実施状況及び取り組み目標 
    １６年度末時点における関与法人のうち、地方公共団体が財務諸表の

概要、財務支援の状況・必要性・今後の見通し及び点検評価の結果の区

分ごとに、情報公開を行っている法人はない。 
   ①１７年度から２１年度までの取り組み目標 
     ２１年度までに、財務諸表等をホームページに公開を検討する。 
 
 （第三セクターの役職員と給与の見直し） 
（１）役職員数の削減計画 
    １６年度末時点における第三セクターの給与の見直しの関する計画は  

 策定していない。 

○２１年度までの取り組み状況 

  ２０年度までに策定される総合的な改革実施計画の中で目標を定めて 

いく。 
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